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調査票 第４次胎内市行政改革大綱実施計画 進捗管理表 （計画期間：令和４年度～令和８年度） 
※複数課がある場合については、◎のついた課が指標を産出しています。 

１『市民協働によるまちづくり』のための改革 

区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 
   

令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果 今後の取組予定 
目標 R4 R5 

(1)積極的な
情報発信と
市民との情
報共有 

1 行政情報の積
極的な発信 

市報やホー
ムページ、ＳＮ
Ｓ等で行政情
報を積極的に
わかりやすく
発信すること
に努め、行政情
報の見える化
を推進します。 

◎総合政策課 
 
関係課 
・総務課 
・市民生活課 
・健康づくり課 
・農林水産課 
・商工観光課 
・議会事務局 
・生涯学習課 

市報の特集の
掲載回数（年
間） 

6回 4回 9回 ●市報の特集 
・特定のテーマについては、市報で特集記事を掲
載し、より分かりやすい情報発信に努めた。 

【参考】令和４年度の特集内容 
・公園へ行こう(5/1）・胎内市で暮らす、胎内消
防署の統合再編整備計画について（8/1）・地域支
え合い（3/1） 
●公式ＳＮＳ 
・令和４年度は、29アカウントを運営しており、
１アカウント平均で 41回の更新を行った。更
新の頻度としては、樽ケ橋遊園の Facebookや
Instagram で 200 回前後の更新を行っている
一方で、更新のなかったアカウントも 5 アカ
ウントあった。 

・昨年度に、行政改革推進委員会でのリツイート
等の運用についての指摘事項について、各ア
カウントでの運用の可能性を確認した。 

【 Facebook  14 アカウント（ 350 更新）、
Instagram ８アカウント（424 更新）、Twitter 
３アカウント（388更新）、YouTube ３アカウン
ト(44更新)、ブログ １サイト（更新無し）】  

●市報の特集 

・市の魅力や市政をより身近に感じてもらうた

め、特定のテーマを掘り下げ、分かりやすい情

報発信に努めた。（総合政策課） 

【参考】ゴミ問題（6/1）胎内星まつり（8/1）あ

りがとう天下太平くん（3/1）など 

●公式ＳＮＳ 
・令和５年度は、29アカウントを運営しており、
１アカウント平均で 44 回の更新を行った。更
新の頻度としては、樽ケ橋遊園、地域おこし協
力隊の Facebook や Instagram で 150 回を超え
る更新を行っている一方で、更新のなかったア
カウントも５アカウントあった。 

【LINE １アカウント（48 更新）、Facebook 13
アカウント（371 更新）、Instagram ８アカウ
ント（496更新）、X（旧 Twitter） ３アカウン
ト（324 更新）、YouTube ３アカウント(41 更
新)、ブログ １サイト（９更新） ポータルサ
イト １サイト（１更新）】 

●その他 
・「防災アプリ」の運用開始（総務課） 
・たいない子育て応援アプリ「母子モ」の運用を
開始（健康づくり課） 

・LINE 公式アカウントの運用を開始（総合政策
課） 

・地域おこし協力隊による移住定住ポータルサイ
ト「ゆうゆう」の運用を開始（総合政策課） 

●市報の特集 
・合併号を除く毎月１日号で
特集を掲載する予定。（総合
政策課ほか） 

●公式ＳＮＳ 
・引き続きＳＮＳ等を通じて
効果的な情報発信に努め
る。投稿が止まっているア
カウントについては、必要
性を検証し改善を図る。（総
合政策課） 

・防災アプリの活用を進める
と共に既存の防災胎内市の
Ｘとの使い分けをどのよう
にするか検討を行う。（防災
対策係） 

・チューリップフェスティバ
ルにおいては、開園時期や
開花状況の電話による問い
合わせが多いことから、４
月初旬からホームページで
情報発信するほか、さらに
更新頻度を上げるなどして
情報にアクセスしやすくす
る。（農林水産課） 

 

 
2 広聴機能・行

政と市民との
意見交換の機
会の充実 

ＳＮＳの活
用やタウンミ
ーティングの
実施など、行政
と市民の双方
向で意見交換
ができる機会
の充実を図り
ます。 

◎総合政策課  タウンミーテ
ィング（座談
会）等の開催
回数（年間） 

－ 31回 42回 ・まちづくり協働座談会を４回開催し、延べ 94
名参加があった。対象としては、自治会のほか
中小企業の方々との座談会も開催した。また、
市民や市民団体・企業との懇談会・会合につい
ても市長が出席し意見交換等を行った。（27
件） 

・座談会の開催結果を市報やホームページに掲
載するとともに区長会議などでも周知を図
り、開催のよびかけを行った。 

・まちづくり協働座談会を５回開催し、延べ 54名
参加があった。対象としては、自治会のほか、
地域の団体や高校生、大学生との座談会も開催
した。また、市民や市民団体・企業との懇談会・
会合についても市長が出席し意見交換等を行
った。（37件） 

・座談会の開催結果を市報やホームページに掲載
するとともに区長会議などでも周知を図り、開
催のよびかけを行った。 

 

・まちづくり協働座談会の開
催を継続し、まちづくりに
関し行政と市民が双方向で
意見交換できる機会を設け
ていく。 

(2)市民と共
に進めるま
ちづくり 

3 施策形成にお
ける市民参画
の機会の拡充 

市民が各種
施策の形成に
参画できるよ
う、公募委員、
ワークショッ
プ、パブリック
コメント等の
一層の充実を
図ります。ま
た、各種委員
会・審議会の公
開やその議事
録の公開を進
めます。 

◎総合政策課 
 
関係課 
・総務課 
・市民生活課 
・福祉介護課 
・健康づくり課 
・農林水産課 
・地域整備課 
・商工観光課 
・学校教育課 
・生涯学習課 

審議会等の会
議を公開して
開催している
割合、ホーム
ページ等で議
事録を公開し
て い る 割 合
（非公開とす
べき理由があ
る も の を 除
く） 

いずれも 
100% 

37.0% 
45.7% 

57.7％ 
66.7％ 

・市民が施策形成に参画できるよう、公募委員制
度を設けており、附属機関等において、令和４
年度新たに選任された公募委員は 11名で、公
募委員の累計は 13名となった。 

・パブリックコメントの実施件数は１件で、その
内容は胎内市安全・安心なまちづくり推進計
画素案に関する意見聴取であった。なお、ワー
クショップ等は実施されなかった。 

・令和元年度に定めた胎内市附属機関等の会議
の公開等に関する基準に基づき、会議の公開
を推進し、令和４年度に開催した附属機関等
の会議の公開割合は 37.0％、その議事録の公
開割合は 45.7％であった。 

・市民が施策形成に参画できるよう、公募委員制
度を設けており、附属機関等において、令和５
年度新たに選任された公募委員は２名で、公募
委員の累計は 12名となった。 

・「第２次 いのちを支える胎内市自殺対策計画」
などの計画策定でパブリックコメントが３件
で実施された。なお、ワークショップ等は実施
されなかった。 

・胎内市附属機関等の会議の公開等に関する基準
について、周知を図り、公開可能な会議の公開
を推進した。 

・令和５年度に開催した附属機関等の会議の公開

割合は 57.7％、その議事録の公開割合は 66.7％

であった。 

・公募委員、パブリックコメン
ト、ワークショップ等の市
民参画の機会が、更に充実
していけるよう、関係課に
対し各制度の周知を図ると
ともに、適切な運用を促す。 

・附属機関等の公開について
は、公開できない理由を精
査し、公開割合の向上に努
める。 
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 
   

令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果 今後の取組予定 
目標 R4 R5  

4 協働に関する
研修会等の開
催 

協働に関す
る研修会等を
開催し、市民と
市職員の共通
理解の促進と
協働意識の醸
成を図ります。 

◎総合政策課 
・総務課 

協働研修会実
施回数（年間） 

1回以上 0回 １回 ・新型コロナウイルス感染症の影響により、市民
向けの研修会の開催はできなかったが、協働
への理解促進のため、市報やホームページ等
において、協働の取組事例等を周知した。 

・職員向けには、新採用職員研修として協働研修
を講義形式で実施したほか、座談会参加型の
研修も実施した。 

・令和６年３月に、地域づくり発表会を開催し、

主体的に地域づくり事業・協働事業に取り組む

団体の事例発表や、コミュニティづくりをテー

マとした講演が行われた。この会には、約 70名

の参加があり、市民や市職員が、地域づくりの

多様な手法や協働への理解を深める機会とな

った。 

・職員向けには、新採用職員研修として協働研修

を講義形式で実施したほか、座談会参加型の研

修も実施した。 

・市民と職員が協働に対する
理解を深めてもらうよう、
協働研修を開催する。 

・胎内市人材育成基本方針の
目指すべき職員像の一つで
ある「市民の立場に立って
考え、市民とともにまちづ
くりに取り組む職員」を目
指して、一人一人が意識を
持って取り組めるよう、職
員研修を継続する。 

  
5 市民活動団体

等の組織化支
援 

市民活動団
体等の組織化
やＮＰＯ法人
化について支
援を行います。 

総合政策課 ＮＰＯ法人設
立数（年間） 

－ １件 １件 ・特定非営利活動促進法の規定に基づくＮＰＯ
法人の設立認証等の事務権限について、県か
ら移譲を受け、相談から認証までの業務を市
で行っており、令和４年度は２件の設立に係
る相談を受け、２件を設立認証した（うち１件
は令和５年度に設立予定）。 

・設立後においては、合併振興基金活用事業補助
金を通じてＮＰＯ法人が行う地域づくり事業
に対し補助金を交付する制度を設けており、
令和４年度実績では１事業に交付した。 

・また、市民団体の組織化については、地域支え
合い体制づくり補助金を通じて、地域支え合
いに係る組織化を支援しており、令和４年度
の組織化実績は１件であった。 

・特定非営利活動促進法の規定に基づくＮＰＯ法
人の設立認証等の事務権限について、県から移
譲を受け、相談から認証までの業務を市で行っ
ており、令和５年度は１件を設立認証した。 

・設立後においては、合併振興基金活用事業補助
金を通じてＮＰＯ法人が行う地域づくり事業
に対し補助金を交付する制度を設けている。 

・鼓岡・大長谷地区で農村型地域運営組織を目指
した「夢ビレッジ胎内 290」が新潟県と農林水
産課の支援を受け結成された。なお、地域支え
合い体制づくり補助金を通じて、地域支え合い
に係る組織化を支援しているが、令和５年度の
組織化実績は０件であった。 

・ＮＰＯ法人の設立に関し、相
談体制を継続し、円滑に手
続を行えるよう支援する。 

・設立後のＮＰＯ法人の事業
に対する支援として、合併
振興基金活用事業補助金に
よる支援を継続する。 

・地域支え合いの組織化に対
する支援として、地域支え
合い体制づくり補助金によ
る支援を継続する。 

・新規設立の団体・法人等が主
体的に行う、有益な地域づ
くりの取組について広く紹
介するなどして、市民団体
の活動に広がりが生まれる
よう努める。 

 6 自治会・市民
活動団体等の
活動支援 

自治会・集落
等や市民活動
団体が行うま
ちづくり活動
に対する相談
対応の充実や
望ましい補助
金等の支援の
方策を確立し
ます。 

◎総合政策課 
 
関係課 
・福祉介護課 

合併振興基金
補助金の交付
による活動支
援件数（年間） 

－ 41件 40件 ・自治会・集落の相談窓口を開設し、補助制度の
活用、座談会の開催などの各種相談に対応し
た。 

・自治会・集落、市民団体等が主体的に地域活性
化に取り組む事業に対し、合併振興基金活用
事業補助金を交付し、令和４年度の交付実績
は 41件（前年度比で２件増）であった。その
中で、新たに、地域で支え合う活動に対する補
助の枠組みとして「コミュニティ支え合い型」
を創設し、７団体に活用いただいた。 

・上記補助金のほかにも、集会所建設事業補助金
やコミュニティ助成事業助成金などを通じ
て、自治会・集落等に対し支援を行った。 

・地域おこし協力隊員を招致し、地域住民ととも
に、地域コミュニティの活性化、地域内外の交
流促進、地域の魅力発信等の活動に取り組ん
だ（３名の隊員が、大長谷、鍬江、坂井の地域
で活動した。）。 

・自治会・集落の相談窓口を開設し、補助制度の
活用、座談会の開催などの各種相談に対応し
た。 

・自治会・集落、市民団体等が主体的に地域活性
化に取り組む事業に対し、合併振興基金活用事
業補助金を交付し、令和５年度の交付実績は 40
件であった。その内、「コミュニティ支え合い
型」については、６団体に活用いただいた。 

・上記補助金のほかにも、集会所建設事業補助金
やコミュニティ助成事業助成金などを通じて、
自治会・集落等に対し支援を行った。 

・中山間地域の集落においては、地域おこし協力
隊員を招致し、地域住民とともに、地域コミュ
ニティの活性化、地域内外の交流促進、地域の
魅力発信等の活動に取り組んだ（中山間地域を
活動エリアとしている隊員としては、４名の隊
員が地域活性化に向けて活動した）。 

・自治会・集落の相談窓口につ
いて、区長会議等で相談事
例を含め周知し、地域の多
様な相談に応じていく。 

・合併振興基金活用事業補助
金等による支援を継続し、
市民主体の自主的なまちづ
くり・地域づくり活動を推
進する。その中で、令和４年
度創設のコミュニティ支え
合い型については、更なる
周知を図り多様な主体によ
る取組が促進されるよう努
める。 

・地域おこし協力隊について
は、自治会・集落等に対し受
入れに対する呼びかけを行
い、希望する集落への導入
を進める。 
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 
   

令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果 今後の取組予定 
目標 R4 R5  

7 市民と行政と
の協働事業の
創出 

市民活動団
体等と市で課
題を共有し、双
方向からの協
働提案が活か
されるように
マッチングの
機会をつくり、
協働による事
業実施を推進
します。また、
市が実施する
さまざまな事
業において、市
民等が参加で
きる場をつく
ります。 

◎総合政策課 
 
 
関係課 
・総務課 
・財政課 
・市民生活課 
・福祉介護課 
・健康づくり課 
・農林水産課 
・地域整備課 
・商工観光課 
・学校教育課 
・生涯学習課 

協働事業数 
（年間） 

50事業 52事業 60事業 ・市の各部署で行った令和４年度の協働
事業数は 52事業であり、健康づくり、
介護予防、観光振興、スポーツ振興など
様々な分野で、協働による取組が実施
された。 

・新発田市・胎内市・聖籠町の定住自立圏
の取組として、「市民団体とつながるハ
ンドブック」を作成し、市民団体の活動
や連携できる事項を紹介する取組を行
った。 

・市報に、ボランティア活動や地域活性化
に取り組んでいる人や団体の想いを紹
介するコーナー「私の原動力。」を掲載
し、市民に広く周知した。 

・市の各部署で行った令和５年度の協働事
業数は 60事業であり、健康づくり、介護
予防、観光振興、スポーツ振興など様々
な分野で、協働による取組が実施された。 

・新発田市・胎内市・聖籠町の定住自立圏
の取組として、「市民団体とつながるハン
ドブック」を作成し、市民団体の活動や
連携できる事項を紹介する取組を行っ
た。 

・市報に、ボランティア活動や地域活性化
に取り組んでいる人や団体の想いを紹介
するコーナー「私の原動力。」を掲載し、
市民に広く周知した。 

・合併振興基金活用事業補助金（行政提案
型）については、１事業を実施した。 

・令和６年３月に、地域づくり発表会を開

催し、主体的に地域づくり事業・協働事

業に取り組む団体の事例発表や、コミュ

ニティづくりをテーマとした講演が行わ

れた。この会には、約 70名の参加があり、

市民や市職員が、地域づくりの多様な手

法や協働への理解を深める機会となっ

た。【再掲】 

・合併振興基金活用事業補助金において、市
が事業概要を定め、市民団体が具体的な企
画及び実施を行う「行政提案型事業」を通
じて、市民と行政との協働事業を創出す
る。 

・「つながるハンドブック」、「私の原動力。」
や「地域づくり発表会」の取組を継続し、
市民団体等の活動や想いを広く紹介し、活
動を始めるきっかけづくりや、連携のきっ
かけづくりにつなげる。また、地域づくり
活動支援情報「マチづくナビ」を通じて市
民団体等の活動に有益な情報を提供して
いく。 

・まちづくり協働座談会等の開催を通じて、
協働のまちづくりに向けて、市民と行政が
一緒に話し合い、考える機会を設けてい
く。 
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2 『選択と集中及び未来への投資を理念とした行財政運営』のための改革 

区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 
   

令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果 今後の取組予定 
目標 R4 R5 

(1)行政目的
をかなえる
ための予算
編成 

8 財政状況の周
知 

市の財政見
通し等につい
て市民及び職
員に周知する
とともに、職員
一人一人に事
業の選択と集
中、見直し、改
善等の必要性
についての意
識付けを行い
ます。 

◎財政課 
・総合政策課 

市報への財政
情報の掲載回
数（年間） 

－ 3回 3回 市民への周知として以下の情報を公開した。 
・市の予算、決算について市報で公表 
・法に基づく財政事情の公表（ホームページ）、
財政健全化判断比率等（令和３年度分）の公
表（市報、ホームページ） 

・財政状況資料集（令和３年度分）、財務諸表
（令和２年度決算分）の公表（ホームページ） 

・令和５年度当初予算編成方針を公表（ホーム
ページ） 

・職員に向けては、新採用職員研修において市
の財政状況を取り巻く諸問題や財政状況に
ついて説明を行った。 

市民への周知として以下の情報を公開した。 
・市の予算、決算について市報で公表 
・法に基づく財政事情の公表（ホームページ）、財
政健全化判断比率等（令和４年度分）の公表（市
報、ホームページ） 

・財政状況資料集（令和４年度分）、財務諸表（令
和３年度決算分）の公表（ホームページ） 

・令和６年度当初予算編成方針を公表（ホームペ
ージ） 

・職員に向けては、新採用職員研修において市の
財政状況を取り巻く諸問題や財政状況について
説明を行った。 

・これまでの取組を継続して行
くほか、防災行政無線システ
ム再整備事業や中条小学校
改築事業等の大規模事業が
財政計画へ与える影響を確
認し、必要に応じ職員等へ周
知を行う。[財政課] 

 
9 事業計画に基

づく長期的な
予算管理 

未来への投
資が計画的に
行われるよう
に、中長期的視
点を持った予
算管理を行い
ます。（公共建
築物・インフラ
の計画的な維
持、主要事業に
関する長期計
画の管理等） 

◎財政課 
 
関係課 
・総務課 
・市民生活課 
・地域整備課 
・生涯学習課 

－ － － - ・１計画策定（計画期間 R5～） 
第３次胎内市地球温暖化防止実行計画（事務
事業編）を策定 

 
・長寿命化計画等による実施工事等 
 胎内市ストックマネジメント計画に基づき、
上下水道課では管路施設の腐食等を確認す
る施設点検調査を実施し、陥没などの事故未
然防止を行った。（3,190千円） 

 産業文化会館長寿命化計画に基づき照明の
LED化工事などを実施し施設の耐久性を保全
することができた。（96,400千円） 

 胎内市舗装修繕計画（個別施設計画）に基づ
き、市道西本町・高畑・笹口浜線舗装補修工
事を実施し交通の安全を図ることができた。
（25,432千円） 

・第３次胎内市地球温暖化防止実行計画による実
施工事等 
胎内市役所本庁舎 LED化工事（72,784千円）（総
務課） 

・長寿命化計画等による実施工事等 
 産業文化会館長寿命化事業（56,139千円） 

橋梁長寿命化計画  
点検 67橋  補修工事 1橋（地域整備課） 

・胎内市スポーツ施設長寿命化計画、胎内市文化
施設長寿命化計画を令和６年３月に新たに策定
した。（生涯学習課） 

・財政計画に基づく予算編成を
行うことを基本とし、防災行
政無線システム再整備事業
や中条小学校改築事業等の
大規模事業の執行に伴う財
政への影響を踏まえ、引き続
き健全化を図る。[財政課] 

 
 
 
 
 
  

10 行政評価を活
用した事業の
見直し 

行政評価結
果を、予算配分
や事業の存廃
に活用します。
また、厳しい財
政状況の中、持
続的かつ安定
的に行財政運
営を行ってい
くため、各種事
業を見直し、歳
入に見合った
事業推進を図
ります。 

◎財政課 
・総合政策課 

見直しを実施
し た 事 業 数
（年間） 

－ 0件 0件 ・令和４年度の行政評価では、翌年度予算に反
映できる事業見直しはなかった。しかし、検
討すべき事項が確認された事業については、
次年度の行政評価において点検する。 

・事務事業の指標について、事業の進捗等を図
れる指標に見直した。（産出指標 4 指標、成
果指標 9指標） 

・令和５年度の行政評価では、翌年度予算に反映
できる事業見直しはなかった。しかし、検討す
べき事項が確認された事業については、次年度
の行政評価において点検する。 

・平成 30 年度から実施してき
た事業見直しについて、見直
し内容や実施方法を再検討
し、効果的な見直しを実施す
る。[財政課] 
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 
   

令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果 今後の取組予定 
目標 R4 R5 

 
  

11 補助事業の効
果検証と見直
し 

補助金につ
いて、行政の責
任分野、経費負
担のあり方、費
用対効果を検
証の上、必要に
応じて廃止、統
合・再編、減額、
終期設定等の
見直しを行い
ます。 

◎総合政策課 
・財政課  

見直しを実施
した補助金の
数（年間） 

－ 2件 3件 ・行政評価を通じて補助金の必要性効果等を確
認したほか、担当部署等においても見直しを
行った。 

・自主防災組織育成事業補助金について、同一団
体への連続交付の効果等を検証し、防災資機
材等の整備や自主防災活動があまり進んでい
ない組織に、より多くの補助が受けられるよ
う、申請回数２回目以降３回目までと４回目
以降の補助限度額を区分した。 

・令和４年度中に「中小企業・小規模企業振興基
本計画検討委員会」にて「胎内市中小企業等支
援事業補助金」の効果等を検証し、対象経費、
補助上限額、申請条件を改正した。 

・「補助金等のあり方に関するガイドライン」に基
づき補助金の事業効果検証及び補助金等の見
直しに関する基準に基づく確認を行った。 

・国の重点支援地方交付金を財源とした補助事業
３件について、減額の見直しを行った。 

・ガイドラインに基づき、適正
に補助金制度が運用される
よう見直していく。 

(2)歳入にお
ける財源の
確保 

12 市税等の収納
率向上 

市税等の収
納率を高水準
に維持する方
策を検討しま
す。 

税務課  市税徴収率 97.31％
（令和 8
年度） 

97.36% 97.07％ 
 

・預貯金調査、給与照会等により滞納者の実態把
握と原因分析を行い、差押等の滞納処分を実
施した。 

 市税徴収率 R4 97.36%  
市税滞納繰越額 R4 103,765千円 

・徴収技術の向上を図るため、新潟県や新潟県地
方税徴収機構参加市町村が主催する研修会
に参加した。 

・納税通知書発送時に口座振替利用促進チラシ
を同封した。 

・預貯金調査、給与照会等により滞納者の実態把
握と原因分析を行い、滞納処分又は滞納処分の
執行停止を実施した。[税務課] 

 市税徴収率  R5 97.07%  
市税滞納繰越額 R5 106,551千円 

・滞納者の実態を把握するため臨戸訪問を強化。 
・徴収技術の向上を図るため新潟県や新潟県地方
税徴収機構参加市町村が主催する研修会に参
加した。 

・口座振替利用促進を図るため納税通知書発送時
等の封筒に印刷した。 

・当市の市税の徴収率は、令和
４年度の徴収実績で県内 30
市町村中 15 位であった。引
き続き徴収率の向上のため
次のことを行う。 

・滞納整理の早期着手の実施。 
・臨戸訪問と各種調査による滞
納者の実態把握と原因分析
を継続する。 

・賦課側と連携を強化し、効率
的な滞納整理を行う。 

・口座振替の利用促進を引き続
き実施する。 

  
13 納付しやすい

環境の整備 
電子申請・電

子納付の導入
について検討
し、市税等を納
付しやすい環
境を整備しま
す。 

税務課 実施している
利便性向上策 

－ 3件 3件 ・納付しやすい環境づくりに向け次のことを実
施した。 

・軽自動車税関係手続の電子化を行った。 
・地方税共通納税システムにおいて地方税の統
一ＱＲコードが令和５年度から開始する予定
のため情報収集を行った 

・国が進めている「地方公共団体情報システム標
準化」に対する情報の収集を行った。 

・コンビニ及び MMK（マルチメディア端末）設置
店での収納の周知（継続） 

【参考（利用率等）】 
・コンビニ収納利用率 R4 38.4%（2億 2,805万
円） 

・夜間窓口を開設（50回）234名利用（330万円） 
・地方税共通納税システムによるオンライン納
付は、市県民税特別徴収（1,509件）8,910万
円、法人住民税（114件）18,115万円（ともに
本税のみ） 

・納付しやすい環境づくりに向け次のことを実施
した。 

・軽自動車税関係手続の電子化。[税務課] 
・地方税共通納税システムにおける地方税統一Ｑ
Ｒコード利用の税目拡大。 

・国が進めている「地方公共団体情報システム標
準化」に対する情報の収集を行った。 

・コンビニ及び MMK（マルチメディア端末）設置
店での収納の周知（継続） 

【参考（利用率等）】 
・コンビニ収納利用率（自主納付のうち） R5 
39.72%（2億 4,275万円） 

・夜間窓口を開設（49回）303名利用（441万円） 
・地方税共通納税システムによるオンライン納付
は、市県民税特別徴収（2,383件）13,486万円、
法人住民税（174件）15,582万円、市県民税普
通徴収+固定資産税+軽自動車税+国民健康保険
税（R5年度から）（8,135件）98,478万円 

・利便性向上策を引き続き検
討・実施する。 

・令和７年に実施予定のシステ
ム改修に向け、国が進めてい
る「地方公共団体情報システ
ム標準化」に対する情報の収
集を引き続き行う。[総合政
策課・税務課] 

 
14 遊休財産の利

活用 
廃止施設や

遊休地・未利用
地等の市有財
産の売却・貸付
等による財源
の確保に取り
組みます。 

財政課  遊休財産の売
却・貸付件数 

－ 5件 8件 ・令和４年度は４件の土地売却で 12,397千円の
収入があった。面積では 6,847.32㎡の売却を
行った。その他には、不要となったチーズ製造
用備品を売却し 880千円の収入があった。 

・令和５年度は４件の土地売却で 1,926千円の収
入があった。面積では 1,158.91 ㎡の売却を行
った。その他には、不要となったホイールロー
ダー等重機４件を売却し、8,162 千円の収入が
あった。 

・遊休財産の売却・貸付を継続
して検討・実施する。 
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 
   

令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果 今後の取組予定 
目標 R4 R5  

15 市税以外の新
たな財源の確
保と拡充 

ふるさと納
税、企業版ふる
さと納税やク
ラウドファン
ディング等各
種制度を活用
した財源の確
保について検
討します。 

◎総合政策課 
・財政課 

ふるさと納税
による収入額 
企業版ふるさ
と納税・クラ
ウドファンデ
ィング等の実
施件数 

－ ふるさと

納税 

2,131,381

千円 

企業版ふ

るさと納

税 

46,800千

円 

14件 

ふるさと

納税 

2,206,715

千円 

企業版ふ

るさと納

税 15,700

千円 

9件 

・ふるさと納税について、パンフレット作成やＳ
ＮＳを活用した認知度向上に努めた。 

・ふるさと納税の寄附金収入が 21億 3,138万円
となった。（前年度比 3億 1,911万円減 13％
減） 

・企業版ふるさと納税について、メニュー化した
ことで寄附企業にとって寄附しやすい環境を
整えたほか、マッチング支援業務委託により、
大幅な伸びとなった。14件、4,680万円 

・ふるさと納税について、胎内 DEERS応援寄附な
ど新たな返礼品を登録し寄付者の選択の幅を
広げた。 

・ふるさと納税の寄附金収入が 22 億 671 万 5 千
円となった。（前年度比 75,334 千円増 3.5％
増） 

・令和５年 10 月以降の制度厳格化対応のため、
寄附額に対応する返礼品率の見直し、送料の見
直しなどを行い経費の削減を行った。 

・企業版ふるさと納税について、引き続き寄附し
やすい環境を整備し９件、1,570万円があった。 

・ふるさと納税、企業版ふるさ
と納税について、引き続き、
真に本市を大切に思って寄
附していただけるよう、認知
度向上等の取組を進めてい
く。 

 
16 受益者負担や

給付金の妥当
性検証と適正
化 

各種使用料・
手数料や給付
金について、給
付と負担のバ
ランス等に配
慮した妥当性
を検証し、必要
に応じて適正
化を図ります。 

◎総合政策課 
・財政課 
・地域整備課 
・生涯学習課 

見直しの実施
数（年間） 

－ 0件 2件 ・物価の高騰など社会情勢の変化を注視し使用
料等の負担のバランスを検討したが、令和４
年度においては使用料等の改正を行ったもの
はなかった。 

・ライフル射撃場の利用形態変更に伴い、使用料
を変更した。[財政課（生涯学習課）] 

・中条駅東口広場内に設置している自動車駐車場
の運営に係る維持管理費が増加していること
から、駐車料金を改定した。[財政課（地域整備
課）] 

・笹口浜公園内にナイター照明を新たに設置した
ことに伴い、使用料を１時間当たり 1,000円と
設定した。[財政課（地域整備課）] 

 

・事業見直しを通じた受益者負
担等の見直しや物価の高騰
の状況を引き続き注視し、使
用料等の妥当性を検討する。 

(3)歳出にお
ける効率的
な執行 

17 合理的で無駄
のない予算執
行 

ある予算を
あるがままに
執行するので
はなく、コスト
感覚を意識し
て効果的に執
行するための
方策等につい
て検討します。 

財政課 － － － － ・新採用職員研修においてコスト意識等の必要
性などを説明した。 

・新採用職員研修においてコスト意識等の必要性
などを説明した。 

・新採用職員研修のほかに、職
員に対する研修等を検討す
る。 

 
18 費用対効果の

検証 
事業実施に

よる費用対効
果を評価・検証
する体制を構
築します。 

◎総合政策課 
・財政課 

－ － － － ・行政評価において一部の事業で単位あたりコ
ストを試算した。 

・行政評価において一部の事業で単位あたりコス
トを試算した。 

・「補助金等のあり方に関するガイドライン」に基
づき補助金の事業効果検証を実施した。 

・行政評価等においてより実効
的に各事業の費用対効果を
検証する方法を検討する。 

(4)民間活力
の導入 

19 民間活力の導
入推進 

利用者の利
便性やコスト
を勘案しなが
ら、民間委託・
指定管理者制
度のほか、ＰＰ
Ｐ／ＰＦＩ、コ
ンセッション
方式などによ
る整備・運営方
法の導入を検
討します。 

◎総合政策課 
 
関係課 
・財政課 
・生涯学習課ほ
か 

－ － － － ・胎内市指定管理者制度運用指針（胎内市指定管
理者制度ガイドライン）を令和４年５月に策
定した。 

・生涯学習施設整備構想において PPP/PFI 等の
検討を行った。 

・指定管理を 65施設で導入し、指定管理施設モ
ニタリング評価を全施設で実施した。 

 

・生涯学習施設整備 PTの会議を開催（１回）、国
土交通省等が主催する PPP/PFI 関連勉強会に
参加（４回）、コンサルタントとの相談（１回）
を実施した。 

・にいがた PPP/PFI研究フォーラムに参加（１回）
した。（総合政策課・生涯学習課） 

・生涯学習施設整備計画を令和６年３月に策定し
た。（生涯学習課） 

・指定管理を 65 施設で導入し、指定管理施設モ
ニタリング評価を全施設で実施した。 
 

・生涯学習施設整備計画をサウ
ンディング等により精査し、
整備計画を推進する。（生涯
学習課） 

・指定管理施設モニタリング評
価を引き続き実施し適正な
管理やサービス内容の改善
等に努めていく。 
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 
   

令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果 今後の取組予定 
目標 R4 R5 

(5)公営企業
等の健全経
営 

20 公営企業等の
経営改善 

第三セクターを含む公
営企業等について、中長期
的な視点に立って健全経
営を行います。また、必要
に応じて廃止・統合等も検
討します。 

◎上下水道課 
◎農林水産課 
◎商工観光課 

公営企業（公共下水道事
業・農業集落排水事業・水
道事業・簡易水道事業・工
業用水道事業）等の①総
収支比率（％）、②総収益
の一般会計繰入金割合
（％） 

－ 公共①127.30 
② 36.47 

農排①132.44 
② 43.14 

水道①123.29 
② 0.02 

簡水①117.14 
②  3.83 

工水①125.42 
②  0.89 

公共①131.92 
② 37.74 

農排①138.80 
② 44.80 

水道①125.20 
②  0.01 

簡水①111.13 
②  5.93 

工水①115.13 
②  0.67 

・施設の維持管理費削減のた
め、農業集落排水事業の中
条乙地区及び黒川地区につ
いては、公共下水道の処理
施設である中条浄化センタ
ーに接続し、公共下水道事
業と統合することを決定し
た。 

・農業集落排水事業（中条乙・
黒川地区）について、公共下
水道に接続するための協議を
関係機関と行い同意を得るこ
とができた。 

・農業集落排水事業（中条
乙・黒川地区）について、
公共下水道に接続するこ
とに伴い、現在の農業集落
排水処理施設としての財
産処分を行うために関係
機関と協議を行うほか、胎
内市公共下水道事業計画
の見直し及び都市計画決
定の見直しを行う。 

  第三セクター（新潟製粉
(株)・新潟フルーツパー
ク(株)・胎内高原ハウス
(株)・(株)胎内リゾート）
の経常利益（千円） 

－ 新潟製粉 
70,733千円 

新潟フル 
11,937千円 

胎内高原  
△66,839千円 

胎内リゾ 
7,397千円 

新潟製粉 
65,545千円 

新潟フル 
14,462千円 

胎内高原 
△45,465千円 

胎内リゾ 
1,416千円 

・地域産業振興事業特別会計
について、経営戦略に基づ
き米粉処理加工施設を新潟
製粉株式会社との委託業務
を終了し施設の無償貸付契
約を行った。 

・新潟フルーツパーク㈱につ
いて、ワイン原料の安定供
給に向け、ブドウの木の植
栽を行った。 

・胎内高原ハウス㈱につい
て、施設の改修計画を立て
一部修繕を行った。 

・㈱胎内リゾートの取締役会
等を通じ、運営の健全化に
向けた課題を共有した。 

・新潟製粉㈱：令和４年度で委
託業務を終了した。[農林水産
課] 

・新潟フルーツパーク㈱：加工
用ブドウの増産に向けて、計
画的な植栽を行い、地域おこ
し協力隊を招致した。収穫量
については、天候に恵まれ、
前年の倍以上となる 18 トン
を超えた。[農林水産課] 

・胎内高原ハウス㈱：月１回の
定期的なミーティングを行う
ことにより、販路確保に向け
た取組状況、販売数・売上の
確認を共有する体制を構築し
た。[農林水産課] 

・㈱胎内リゾートから中長期的
なビジョンが示された。それ
に基づき経営の改善を図っ
た。[商工観光課] 

・新潟製粉㈱：将来的に施設
の受入体制が整い次第譲
渡を行う予定。 

・新潟フルーツパーク㈱：胎
内高原ワイナリーの需要
に答えられるよう加工用
ブドウの植栽等を行い、増
産体制を図る。[農林水産
課] 

・胎内高原ハウス㈱：定期的
なミーティングの密度を
上げる[農林水産課] 

・㈱胎内リゾートの取締役
会を通じ、課題の共有及び
経営の改善を図る。 
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3 『総合計画の全ての施策を着実に実施する組織体制の構築』のための改革 

区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 
   

令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果 今後の取組予定 
目標 R4 R5 

(1)総合計画
の方向性に
沿った組織
づくり 

21 重要課題の解
決に向けたプ
ロジェクトチ
ームの構築 

若手職員
や女性職員
も積極的に
起用しなが
ら組織横断
的なプロジ
ェクトチー
ムを編成し
て、重要な市
政課題に対
応します。 

◎総合政策課 
・総務課 

プロジェクト
チーム数（当
該年度に開催
した 
もの） 

－ 4チー
ム 

4 チー
ム 

・プロジェクトチームを４チーム設置し各課
題について検討を行った。全体として 46 名
中 15名の女性が検討チーム参加した。（人事
評価制度、地方公務員の定年引上げに関する
検討、生涯学習施設整備構想、内部情報シス
テム導入） 

・プロジェクトチームを４チーム設置し各課

題について検討を行った。全体として 39名

中 14名の女性が検討チーム参加した。（地

域コミュニティ検討、生涯学習施設整備構

想、人事評価検討、地方公務員の定年引上

げに関する検討） 

・各プロジェクトチームは継続的に検討
を実施予定。 

 

 
22 職員数の管理

と適正な人員
配置 

業務量と
職員数等の
バランスを
考慮して、適
正な人員配
置を行いま
す。また、有
為な人材の
確保に向け、
手法を工夫
しながら採
用を行いま
す。 

総務課 職員数 － 342名 340名 ・豪雨災害対応に対応するため、兼務を発令し
職員体制を整えた。 

・新型コロナワクチン集団接種の終了に伴い
コロナワクチン接種推進係を廃止し庶務係
と統合した。 

・新型コロナウイルス及び豪雨災害対応に関
する兼務発令は令和４年度中に解除した。 

・職員数の実績 342名 

・定年引上げ制度の導入に係り、プロジェク
トチームにおいて 60 歳超の職員の処遇の
審議を行い、人員配置基準を整理した。 

・「高齢者の保険事業と介護予防の一体的実
施」の本格実施と「地域包括センターみら
い」の外部委託を勘案し、必要人員を整理
し、令和６年４月に健康長寿推進係を設置
した。 

・職員数の実績は 340名 

・業務量調査を実施し、業務量と職員数等
のバランスを勘案した中で人員の配置
を行う。 

・人口減少対応、業務効率向上の観点か
ら、組織体制の適宜見直しを行う。 

・定年引上げに伴い退職者数と年齢構成
のバランスに配慮しつつ、採用を行う。 

・デジタル化の進捗と並行してデジタル
人材の育成・採用を含めた総合的な人
員配置を行う。 

 
23 働きやすい職

場づくり 
職員が能

力を十分に
発揮できる
ようにメン
タルヘルス
研修等を実
施します。 

総務課 ストレスチェ
ックの総合健
康 リ ス ク 値
（ 全 国 平 均 
100） 

－ 総合健康

リスク値

88 

総合健康

リスク値

85 

・ストレスチェック集団分析を実施し、ストレ
スが心身の健康にどれくらい影響がでてい
るかを総合的に評価した数値である健康リ
スクが 88であった。全国平均 100より 12ポ
イント低かった。 

・メンタルヘルス研修会を２回開催し、120名
の職員が参加した。 

・ストレスチェックの結果が高ストレス者と
なった職員については、産業カウンセラーに
よる面談を実績した。(3回 9名)  

・新たな生活環境への不安やストレス等によ
る離職を防ぐため、新採用職員を対象に面談
及びケアを実施した。 

・衛生委員会を毎月開催し職場環境を原因と
した事故や怪我が発生しないようにした。 

・令和５年度のストレスチェックの集団分析
では「総合健康リスク（全国平均 100）胎
内市は 85」で、令和４年度の 88 よりリス
ク状態が低く良い結果となった。 

・メンタルヘルス研修会としては、管理監督
者向けの「ハラスメント防止研修会」を実
施し、グループワークを通じて、他者との
情報共有や部下への対応について学んだ。 

・令和４年度に発生した新潟県北部豪雨被害
や高病原性鳥インフルエンザの発生によ
る時間外勤務の急増や従事に伴うストレ
スが大きかったことから、災害に関連した
「心の健康セミナー」を開催した。 

・衛生委員会では、職員の健康管理や職場巡
視などにより、公務災の防止について審議
し、働きやすい職場環境の向上に務めた。 

下記の実施により現状を把握し、働きや
すい職場の環境改善に努める。 

・ストレスチェック集団分析に基づく職
場環境改善の取組みを実施する。 

・メンタルヘルス研修会を実施する。 
・年次有給休暇等の取得促進計画 
・時間外勤務状況の把握と削減の取組み 
・衛生委員会を毎月実施する。 
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 
   

令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果 今後の取組予定 
目標 R4 R5  

24 行政評価の深
化 

行政評価を
通じて改善を
具現化する手
法を検討し、改
善の実効性を
担保します。 

◎総合政策課 
・財政課 

－ － － - ・令和４年度の行政評価は、総合計画に掲げ
る 29 の施策と 263 の事務事業について、
担当課の１次評価、庁内評価委員会による
２次評価を実施するとともに、一部施策に
ついては市民委員による外部評価を実施
した。 

・評価結果、２次評価所見、外部評価意見等
については、担当課にフィードバックし、
成果の向上や実施手法の改善を図るよう
求めた。 

・行政評価は、毎年度、継続的に実施するこ
とで、計画、実施、点検、改善のＰＤＣＡ
サイクルを回している。 

・令和５年度の行政評価は、総合計画に掲
げる 29 の施策と 262 の事務事業につい
て、担当課の１次評価を行い、庁内評価
委員会による２次評価を 29の施策と 190
の事務事業で実施するとともに、一部施
策については市民委員による外部評価を
実施した。 

・評価結果、２次評価所見、外部評価意見
等については、担当課にフィードバック
し、成果の向上や実施手法の改善を図る
よう求めた。 

・行政評価は、毎年度、継続的に実施する
ことで、計画、実施、点検、改善のＰＤＣ
Ａサイクルを回している。 

・継続的に行政評価を実施することで、Ｐ
ＤＣＡサイクルの定着を図る。 

・評価のための評価にならないことを念
頭に置きつつ、他市の事例も研究しな
がら、簡素化できる部分は簡素化しつ
つ重要なところはよりきめ細かくし、
より実効性の確保が図られるよう検討
する。 

(2)職員の資
質向上に向
けた取組 

25 職員研修の実
施 

職務の遂行
に必要な知識・
技能等の習得
や行政サービ
スの向上を図
るための研修
を実施します。 

総務課 研修の受講者
数（年間） 

－ 91名 98名 ・階層別研修（新潟県市町村総合事務組合実
施）に新採用 11 名、一般職員 1 部 5 名、
一般職員 2部 5名、主任 4名、係長 3名、
課長 2 名 合計 30 名参加し各職務に応じ
た役割等について研修を受けた。 

・税務事務基礎研修ほか 14 テーマ専門研修
（新潟県市町村総合事務組合実施）に 19
名参加し各業務に応じた専門知識の向上
のため研修を受けた。 

・新発田市との定住自立圏共同研修に 42 名
参加した。（ハラスメント防止研修ほか 4
テーマ 32名、新採用研修 10名） 

・研修全体で、のべ 240名が参加し職員の能
力向上等を図った。 

・階層別研修（新潟県市町村総合事務組合
実施）に新採用 14名、一般職員１部４名、
一般職員２部５名、主任５名、係長 10名、
課長７名 合計 45 名参加し各職務に応
じた役割等について研修を受けた。 

・税務事務基礎研修ほか 16テーマ専門研修
（新潟県市町村総合事務組合実施）に 22
名参加し各業務に応じた専門知識の向上
のため研修を受けた。 

・新発田市・聖籠町との定住自立圏共同研
修に 31 名参加した。（ハラスメント防止
研修ほか４テーマ 23 名、新採用研修８
名） 

・研修全体で、のべ 582 名（重複あり）が
参加し職員の能力向上等を図った。 

・新潟県市町村総合事務組合が実施する
階層別、専門研修に、より多くの職員を
受講させスキルアップを図る。 

・職員の職位又は職種に合わせた研修プ
ログラムを検討、実施する。 

 
26 職員による改

善提案の活性
化 

職員からの
改善提案が積
極的になされ
るしくみを検
討・実施しま
す。 

◎総務課 
・総合政策課 

改善提案数 
（年間） 

－ 2件 0件 ・職員の提案に関する規程に基づく提案が
２件ありうち１件、新採用職員の不安解
消、市民や先輩職員など周囲からの配慮ま
たはサポートを促すことを目的に新採用
職員の名札に「試用期間バッチ」を着用す
る提案を採用した。 

・職員の提案に関する規程に基づく提案は
特になかったため、改善提案が積極的に
なされるよう検討をかさねた。なお、令
和４年度に採用をした新採用職員の「試
用期間バッチ」の着用を今後も継続して
いくこととした。 

・改善実績の報告や改善提案が積極的に
なされる募集の仕組みを引き続き検
討、実施する。 

 
27 協働志向型職

員の育成 
市民協働に

よるまちづく
りを推進する
ため、研修や地
域貢献活動へ
の参加促進等
により職員の
協働意識を醸
成するととも
に、協働で事業
に取り組むこ
とができる人
材を育成しま
す。 

◎総務課 
・総合政策課  

研修等の参加
者数（年間） 

－ 171名 141名 ・職員に地域活動、ボランティア活動への参
加に対する意識啓発や活動の開催情報を
周知するなど参加するきっかけづくりを
行い、市民協働に対する意識の醸成を図っ
た。（参加件数：6件 のべ参加人数：171
名） 

・新採用職員に対し、協働についての研修を
実施した。 

・事務事業シート内に協同事業の状況を記
入する欄を作成し、事業内での実施状況や
協同可能な業務の確認・検討を行った。 

・職員に地域活動、ボランティア活動への
参加に対する意識啓発や活動の開催情報
を周知するなど参加するきっかけづくり
を行い、市民協働に対する意識の醸成を
図った。 

（参加件数：８件 のべ参加人数：138名） 
・採用１～２年目の職員に対し、協働につ
いての研修を実施した。 

（参加人数：３名） 

・職員向け研修を引き続き実施する。 
・職員の地域活動、ボランティア活動への
参加を促進する。 

 
28 人事評価制度

の活用 
職員の意欲

向上や人材育
成が図られる
よう、人事評価
制度を有効活
用します。 

総務課 － － － － ・人事評価制度についてプロジェクトチー
ムを開催、制度を実施しながら課題を整理
し、制度認識や透明性を高め職員が納得感
を得られる制度構築について、引き続き検
討を重ねることとした。 

・プロジェクトチームにて制度認識や透明
性を高め職員が納得感を得られる制度構
築について検討を行い、報告書を提出し
た。 

・制度運用の変更について職員説明会を
実施し、評価者への研修も再開する。制
度運用の課題を引き続き注視しつつ、
制度運用変更の効果測定を行う。 
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区分 実施項目 実施内容 担当課 指標 
   

令和４年度の取組内容・成果 令和５年度の取組内容・成果 今後の取組予定 
目標 R4 R5 

(3)自治体Ｄ
Ｘの推進に
よる業務の
効率化 

29 自治体ＤＸの
推進 

デジタル技
術を活用して
業務の効率化
や手続のオン
ライン化を進
めます。 

総合政策課 － － － － ・インターネット経由で、住民票、戸籍、税
の証明等の申請が可能となる電子申請シ
ステムの導入に向けた検討を行った。 

・住民情報、税、年金、児童手当など 20 業
務で国の標準レイアウトに基づいた標準
化システム導入に向けた検討を行った。 

・内部情報システム（電子決裁、庶務事務、
文書管理）を 10月から導入した。 

・電子決済システム導入に向けた検討及び
準備を行った。 

・電子申請システムを導入し、住民票・戸
籍・税関係の証明書をインターネットか
ら申請受付を開始したほか、各種イベン
ト・講座の参加申込についても活用を図
った。 

・除雪管理システムを導入し、地図上で除
雪路線の状況確認ができるサービスを開
始した。 

・業務効率化のため生成 AIを導入した。 

・令和７年度、標準化システム導入予定 
・電子申請システムや生成ＡＩなどの活
用を広げていく。 

30 個 人 情 報 保
護・情報セキ
ュリティ対策
の強化 

積極的に情
報発信を行う
一方で、情報セ
キュリティ点
検・監査を実施
するなど、個人
情報保護と情
報セキュリテ
ィ対策の強化
を進めます。 

◎総合政策課 
・総務課 

情報セキュリ
ティ点検の実
施回数（年間） 

1回 1回 １回 ・情報セキュリティ研修（eラーニングによ
る研修）を実施し各職員の情報セキュリテ
ィに対する意識の向上を図った。（R4.10～
12） 

・情報セキュリティポリシーガイドライン
を改定した。 

・情報セキュリティ点検・情報セキュリティ
監査を実施しガイドラインの運用の徹底
を確認した。 

・新たに「胎内市個人情報の保護に関する法
律施行条例」が制定したことに合わせ、全
職員を対象に研修を行った。 

・情報セキュリティ研修（℮ラーニングによ
る研修）を実施し職員の情報セキュリテ
ィに対する意識の向上を図った。 

・情報セキュリティ研修（℮ラーニングに
よる研修）を実施し職員の情報セキュ
リティに対する意識の向上を図った。 

・情報セキュリティ点検・情報セキュリテ
ィ監査を実施し情報セキュリティポリ
シーガイドラインの運用の徹底を図
る。 

 


